様式第１号別紙
事業実施計画書（実績報告書別紙）

１　補助事業者の担当者及び連絡先
	企業・団体名
	

	所属（部署名等）
	

	役職
	

	氏名（ふりがな）
	

	所在地
	

	電話番号
	
	FAX
	

	E－mail
	



２　対象要件
□　売場面積が1,600㎡以上の店舗数が総店舗数の半数を超える事業者又は売場面積が1,200㎡以上1,600㎡未満及び1,600㎡以上の合計店舗数が総店舗数の半数を超える事業者に該当する。
	総店舗数
	売場面積が1,600㎡以上の店舗数
	売場面積が1,200㎡以上1,600㎡未満の店舗数
	売場面積が1,200㎡未満の店舗数

	
	
	
	



３　事業内容

[bookmark: _Hlk134456103]（注１）個別の取組ごとに、少なくとも当該取組の概要、事業の対象とする品目、実施店舗、実施期間及び達成目標（成果）を記載すること。なお、達成目標（成果）については、可能な限り数値（対象品目の販売数量・販売額の前年比など）を用いて定量的に記載すること。
（注２）取組実施後の産地へのフィードバックの実施方法についても、概要を記載すること。


４　事業に要する経費及び負担
	事業内容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	県補助金
	事業実施者
	

	
	
	円
	円
	

	[bookmark: _GoBack]
	委託費：　　円
	
	
	

	
	広報費：　　円
	
	
	

	
	試作費：　　円
	
	
	

	
	試食等サンプル経費：　　円
	
	
	

	
	調査費：　　円
	
	
	

	
	販売員手当：　　円
	
	
	

	
	印刷製本費：　　円
	
	
	

	
	消耗品費：　　円
	
	
	

	
	その他（具体的に内容を記載すること）：　　円
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	
	円
	円
	円
	

	総　計
	円
	円
	


（注１）個別の取組ごとに、各事業費を記載すること。
（注２）備考欄には、積算基礎等を記載すること。また、品目ごとに経費を区分できる場合は、品目ごとに当該積算等を記載すること。
（注３）備考欄には、消費税仕入控除税額について、これを減額した場合には、「減額した金額○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。
（注４）事業費に補助事業者の自社製品の調達又は関係会社からの調達分がある場合、参考資料「補助事業における利益等排除の考え方」に基づき、補助対象経費から利益等相当分の排除を行うこと。

